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「新宿区マンション管理適正化推進計画」（素案）からの主な変更内容

「新宿区マンション管理適正化推進計画」（素案）からパブリック・コメントを踏まえて修正しています。主な変更内容は以下のとおりです（簡易な変更や文言整理などは除いています）。

No. 該当箇所 変更理由 変更後（現在の記載） 変更前（素案）

1

P2~P3（素案P2~P3）
第１章　計画の目的と位置づけ
１　計画策定の背景と目的

パブリック・コメントNo.11～13
「マンション管理適正化法において定める事
項」について記載するよう意見を踏まえ、修正
した。

３　マンション管理適正化法において定める事項
　本計画は、国が定めるマンション管理適正化法第３条の２及びマンションの管理に適正化の推進を図
るための基本的な方針に基づき、新宿区内におけるマンションの管理の適正化を推進するために定める
ものです。マンション管理適正化法では、本計画において次の事項を定めることとしています。
（略）
４　計画の位置づけ
（以下略）

（素案では記述無し）

（略）
３　計画の位置づけ
（以下略）

2

P3（素案P3）
第１章　計画の目的と位置づけ
４　計画の位置づけ

パブリック・コメントNo.17・18
フローチャートのレイアウト及び各計画の期間
を追記してほしいという意見を踏まえ、修正し
た。

3

P5（素案P4）
第２章　マンションを取り巻く現
状と課題
１　新宿区の居住者の現状
（１）総人口について

パブリック・コメントNo.20
人口推計結果について、2020年国勢調査に基づ
く人口推計である旨を本文に記載してほしいと
の意見を踏まえ、追記した。

令和２年（2020年）国勢調査によると新宿区の総人口は増加傾向にあり、 ・・・・・ 国勢調査による新宿区の総人口は増加傾向にあり、 ・・・・・

4

P19（素案P21）
第３章　マンション管理適正化の
基本的な考え方
２　目標
【目標３】指標

（自主修正）
目標３の指標について、現状・目標値の設定が
可能な、より具体性のある内容を再検討のうえ
設定した。

管理組合または自治会が地域住民とともに地域活動を行っているマンションの割合
現状39.7%　目標値60%
目標値の設定根拠　マンションにおけるコミュニティ形成は、日常的なトラブルの防止や防災減災、防
犯などの観点から重要なものです。管理組合においても、地域活動をとおして良好なコミュニティの形
成に積極的に取り組みことが望ましいとされていることから、目標として定めます。

マンション居住者間や地域との交流機会の創出を図った管理組合の割合
現状・目標値　－（未設定）
指標に設定した理由　マンションにおけるコミュニティ形成は、日常的なト
ラブルの防止や防災減災、防犯などの観点から重要なものです。管理組合にお
いても、良好なコミュニティの形成に積極的に取り組むことが望ましいとさ
れていることから、目標として定めます。 （過去に調査を行っていない項目
であるため、現状値及び目標値を設定していません。）

新宿区総合計画
（平成30年度～令和9年度）

新宿区住宅マスタープラン
（平成30年度～令和9年度）

新宿区

マンションの管理の適正化の

推進に関する法律

東京におけるマンションの適正な

管理の促進に関する条例

マンションの管理の適正化の推進を

図るための基本的な方針

国

東京におけるマンションの管理の

適正化に関する指針

東京都

国
住生活基本法

東京都
東京都住宅マスタープラン

（令和3年度～令和12年度）

まちづくり長期計画

都市マスタープラン

新宿区マンション管理適正化推進計画

（令和５年度～令和９年度）

まちづくり

戦略プラン

資料４
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No. 該当箇所 変更理由 変更後（現在の記載） 変更前（素案）

6

P21（素案P22）
第４章　施策の展開
目標１　自主的かつ適正な管理組
合の運営の促進に関する施策
施策①　管理計画認定制度の周知
と運用

パブリック・コメントNo.40
フロー図が分かりにくいとの意見を踏まえ、修
正した。

（素案には記述無し）5

P20~P21（素案P22）
第４章　施策の展開
目標１　自主的かつ適正な管理組
合の運営の促進に関する施策
施策①　管理計画認定制度の周知
と運用

パブリック・コメントNo.37
管理計画認定を受けたマンションのメリットを
具体的に記載してほしいとの意見を踏まえ、追
記した。
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No. 該当箇所 変更理由 変更後（現在の記載） 変更前（素案）

7

P21（素案P22）
第４章　施策の展開
目標１　自主的かつ適正な管理組
合の運営の促進に関する施策
施策①　管理計画認定制度の周知
と運用

パブリック・コメントNo.42
認定取得したマンションの公表について、区ま
たはマンション管理センターのホームページを
明記してほしいとの意見を踏まえ、追記した。

また、認定を取得したマンションをマンション管理センターホームページで公表することで、 また、認定を取得したマンションをホームページで公表することで、

P23
第４章　施策の展開
目標２　安全・安心なマンション
の維持修繕の促進に関する施策
施策④　長期修繕計画作成のため
の費用助成

パブリック・コメントNo.49
「長期修繕計画作成支援」について、計画の見
直しについても支援の対象としてほしいとの意
見を踏まえ、修正した。

長期修繕計画作成費等補助事業
長期修繕計画の作成や見直しに要する費用の一部を助成します。

長期修繕計画作成費補助事業
長期修繕計画の作成等に要する費用の一部を助成します。

P27（素案P28）
第５章　新宿区マンション管理適
正化指針の基本的な考え方

パブリック・コメントNo.63
章題と項番のタイトルが同じであるため、再考
すべきとの意見を踏まえ、章題を改めた。

第５章　新宿区マンション管理適正化指針の基本的な考え方 第５章　新宿区マンション管理適正化指針

9

P32（素案P33）
第５章　新宿区マンション管理適
正化指針の基本的な考え方
２　認定基準について

パブリック・コメントNo.66
認定基準が事務ガイドラインに示されているこ
とを記載してほしいとの意見を踏まえ、追記し
た。

ここでは「第４章 施策の展開」の「施策① 管理計画認定制度の運用と周知」（20 ページ）で説明した
管理計画を認定する際の基準を提示します。マンション管理適正化法第５条の４に基づく管理計画の認
定の基準は、以下の基準のいずれにも適合することとします。認定基準ごとの、審査を行う際に必要と
なる提出書類や確認事項等は、「マンションの管理の適正化の推進に関する法律第５条の３に基づくマ
ンションの管理計画認定に関する事務ガイドライン（令和５年４月改訂、国土交通省）」に示されてい
ます。

ここでは「第４章 施策の展開」の「施策① 管理計画認定制度の運用と周知」
（P.22）で説明した管理計画を認定する際の基準を提示します。マンション
管理適正化法第５条の４に基づく管理計画の認定の基準は、以下の基準のい
ずれにも適合することとします。

10

P33（素案P33）
第５章　新宿区マンション管理適
正化指針の基本的な考え方
２　認定基準について
■管理計画の認定の基準

パブリック・コメントNo.67
国土交通省のガイドラインでは、「組合員名簿
（区分所有者名簿）」と記載があるため、認定
基準としても明記すべきとの意見を踏まえ、追
記した。

５　その他
⑯管理組合がマンションの区分所有者等への平常時における連絡に加え、災害時の緊急時に迅速な対応
を行うため、組合員名簿（区分所有者名簿）、居住者名簿を備えているとともに、１年に１回以上は内
容の確認を行っていること

５　その他
⑯管理組合がマンションの区分所有者等への平常時における連絡に加え、災
害時の緊急時に迅速な対応を行うため、組合員名簿、居住者名簿を備えてい
るとともに、１年に１回以上は内容の確認を行っていること

8


	素案（新旧対照表）

